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１ 普通会計財務書類

従来の地方公会計制度は、歳入歳出予算の実績を明らかにし、財政上の責任を明確に

することを目的として設計されていることから、予算の執行や現金収支の把握に適した

ものとなっています。その反面、これまでに資産がどの程度形成されていて、その財源

の内訳がどのようになっているのかについての情報が（ストック情報）が不十分であり、

また、現金主義に基づく公会計制度においては、現金支出以外に発生している行政コス

ト（減価償却費など）を把握することができません。そこで、現金収支だけではなく、

これまでに蓄積された資産や発生した経費を含めて分析・公表するために民間企業の会

計手法を取り入れたのが、新地方公会計モデルによる財務書類、すなわち貸借対照表、

行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書の４表です。この財務書類４

表の関係を図示すると次のようになります。 

１ 普通会計財務書類とは

貸借対照表 資金収支計算書 

純資産変動計算書 

行政コスト計算書 

資産 

負債 
経常行政コスト 

－ 

経常収益 

＝ 

期首純資産残高 

－ 

＋ 

一般財源、補助金受入等 

± 

資産評価替え等 

＝ 

収入 

－ 

支出 

＋ 

期首資金残高 

＝ 

純資産 
純経常行政コスト

期首資金残高

純経常行政コスト

期末純資産残高

資金 
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２ 貸借対照表（バランスシート）

 地方公共団体の決算書は、1年間にどのような収入があり、何にいくら使ったのかを

明らかにするものですが、現在どれだけの資産があり、どれだけの負債があるのかがわ

かりにくいのもとなっています。 

 そこで貸借対照表を作成し、これまでに取得した土地や建物などの資産の状況とその

資産を形成するための財源がどのように調達されたのかを明らかにします。 

 この貸借対照表では、左側（借方）に町が保有している土地・建物・預金などの「資

産」を示し、右側（貸方）にその資産を形成したために、将来の世代が負担し今後支払

いが必要となるもの「負債」と、これまでの世代が既に負担し支払いの必要がないもの

「純資産」がいくらあるのかが示されます。 

借    方 貸    方 

資  産 

（土地・建物・預金など）

負  債 

将来の世代が負担 

（今後、支払いが必要） 

純 資 産 

これまでの世代が負担 

（支払い不要） 

 貸借対照表については、「新地方公会計制度実務研究会報告書（平成 19 年 10 月総務

省）」に示されている作成方法「総務省方式改訂モデル」に基づき作成しています。 

 （1）対象会計範囲 

   普通会計（一般会計及び青年の家特別会計）を対象としています。 

 （2）作成基準日 

   平成 27 年 3 月 31 日を基準日としています。 

   ただし、平成 27年 4 月 1日から 5月 31 日までの出納整理期間の収支は、基準日

までに終了したものとして処理しています。 

 （3）基礎数値 

   昭和 44 年度以降の決算統計データを基礎数値としています。 

１ 貸借対照表とは

２ 貸借対照表の作成基準
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１ 総括  

 平成 26年度末の松川町の「資産」は、313億 2,457 万円です。 

 この「資産」を形成するための財源は、国・県の補助金やこれまでの世代が負担し

た「純資産」が 259 億 5,832 万円となっており、将来世代の負担である「負債」は

53 億 6,626 万円となっています。 

 「負債」と「純資産」の割合は、概ね 17：83 となっています。 

貸 借 対 照 表 
（平成 27年 3月 31 日現在）   

（単位：千円） 

[資産の部] [負債の部] 

１公共資産 27,729,441 １固定負債 4,808,242

(1)有形固定資産 

(2)売却可能資産 

27,729,441 

0

(1)地方債 

(2)長期未払金 

(3)退職手当引当金 

(4)損失補填等引当金 

3,804,581

0

1,003,661

0

２投資等 1,522,349 ２流動負債 558,016

(1)投資及び出資金 

(2)貸付金 

(3)基金等 

(4)長期延滞債権 

(5)回収不能見込額 

147,400

88,821

1,243,309

44,794

△1,975

(1)翌年度償還予定地方債 

(2)短期借入金 

(3)未払金 

(4)翌年度支払予定退職手当 

(5)賞与引当金 

517,737

0

0

0

40,279

３流動資産 2,072,784

(1)現金預金 

(2)未収金 
2,062,147

10,637

負  債  合  計 5,366,258

[純資産の部] 

１公共資産等整備国県補助金等

２公共資産等整備一般財源等 

３その他一般財源等 

４資産評価差額 

2,312,489

24,578,068

△932,241

0

純  資  産  合  計 25,958,316

資  産  合  計 31,324,574 負 債 ・ 純 資 産 合 計 31,324,574

３ 貸借対照表の概要
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２ 資産 

1 公共資産 

 資産のうち「公共資産」は、「有形固定資産」と「売 

却可能資産」で構成されており、277 億 2,944 万円と「総 

資産」の 88％を占めています。 

（1）有形固定資産 

 道路や公園、小中学校・保育所などの土地や建物などの有形固定資産が 277 億

2,944 万円で「総資産」の 88％を占めています。 

主な内訳を見てみると、道路や公園などのインフラ整備に 154 億 2,830 万円（構

成比 55.6％）、学校や社会・体育施設など教育文化施設の整備に 46 億 6,075 万円

（構成比 16.8％）、農地や農林道などの整備に 34 億 8,589 万円（構成比 12.6％）

となっています。 

平成 26 年度には、名子中央保育園建設事業、フォレストアドベンチャー建設事

業、町道神護原線・大草線・町道 234 号線道路改良などで 1億 9,618 万円資産が増

加しました。 

（2）売却可能資産 

公共資産のうち、現在行政目的のために使用されていない売却可能資産はありま

せん。 

2 投資等 

資産のうち「投資等」は、民間企業や第三セクターへ

の「出資金」や「貸付金」、「基金」、回収期限から 1年以

上回収できていない「長期延滞債権」など 15 億 2,235 万

円となっています。 

（1）投資及び出資金 

    公共的団体や民間企業、第三セクターなどに 1億 4,740 万円の出資をしていま

す。 

（2）貸付金 

    町商工業振興資金など 8,882 万円の貸付残高を計上しています。 

（3）基金等 

    公共施設等整備基金や奨学基金などの特定目的基金が 11 億 5,923 万円、土地

開発基金が 8,408 万円となっています。 

（4）長期延滞債権 

    町税のうち、納付期限から 1年以上納付されていない債権が 4,479 万円ありま

す。 

（5）回収不能見込額 

    過去の回収不能実績から、198 万円を回収不能見込額として計上しています。 

資  産 
１公共資産 
２投資等

３流動資産

負  債 

純 資 産 

資  産 
１公共資産 

２投資等
３流動資産

負  債 

純 資 産 
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3 流動資産 

 資産のうち「流動資産」は、財政調整や減債のため   

の「基金」や「現金」、町税等の「未収金」の合計 20 

億 6,215 万円となっています。 

（1）現金預金 

    財政調整基金が 12 億 9,230 万円、減債基金が 2 億 703 万円、歳計現金が 5 億

6,282 万円あり、現金預金の合計は 21億 3,350 万円です。 

（2）未収金 

平成 26 年度の歳入として調定していた地方税 1,064 万円が未収金となってい

ます。 

3 負債  

1 固定負債 

 負債のうち「固定負債」は、平成 28 年度（翌々年度） 

以降に支払や返済が行われる「地方債」、「長期未払金」、 

「退職手当引当金」の合計 48 億 824 万円となって 

います。 

（1）地方債 

 地方債のうち、翌々年度以降に償還されるものが 38 億 458 万円あり、固定負

債総額の 79％を占めています。 

 なお、地方債(翌年度償還予定地方債を含む)は、平成 26 年度に 6 億 8,440 万

円発行し、5 億 603 万円償還した結果、残高は 1 億 7,837 万円増加して、43 億

2,231 万円となりました。 

（2）退職手当引当金 

 退職手当引当金は、特別職を含む普通会計の全職員が年度末に普通退職したと

仮定した場合に必要と見込まれる退職手当支給額で 10 億 366 万円となっていま

す。 

（3）損失補償等引当金 

 町が損失補償している第三セクター等の債務のうち、履行すべき額が確定して

いないものの、地方公共団体財政健全化法上、将来負担比率の算定に含めた将来

負担額はありません。 

2 流動負債 

 負債のうち「流動負債」は、1年以内に支払いや返済 

が行われる「地方債」、「未払金」、「退職手当引当金」 

などの合計 5億 5,802 万円となっています。 

（1）翌年度償還予定地方債 

 地方債のうち、翌年度の償還予定額は 5億 1,774 万 

円となっています。 

（2）翌年度支払予定退職手当 

 翌年度に支払いが必要と見込まれる退職手当支給額はありません。 

（5）賞与引当金 

 賞与引当金は、翌年度の 6 月に支給される賞与のうち、平成 26 年度負担相当

額で 4,028 万円となっています。  

資  産 
１公共資産 

２投資等 

３流動資産

負  債 

純 資 産 

資  産 

負  債 
１固定負債 
２流動負債

純 資 産 

資  産 

負  債 
１固定負債 

２流動負債

純 資 産 
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４ 純資産  

1 公共資産等整備国県補助金等 

 住民サービスの提供に必要な資産整備などの財源と  

して国・県から受けた補助金の合計額で 23 億 1,249 万 

円となっています。 

2 公共資産等整備一般財源等 

 住民サービスの提供に必要な資産整備などの財源のうち、上記の国・県補助金と建

設地方債を除いたものの合計額で 245 億 7,807 万円となっています。 

3 その他一般財源等 

 資産合計から負債合計とその他一般財源等以外の純資産合計を差し引いた額で△9

億 3,224 万円となっています。 

 これは、翌年度以降の負担額のうち、9億 3,224 万円については使途が既に拘束さ

れているといえます。 

 具体的には、退職手当引当金や赤字地方債（減税補てん債、臨時財政対策債など）

など資産形成につながらない負債に対して、それらの支出に対する備えが蓄えられて

いないことを表しています。 

  なお、減税補てん債や臨時財政対策債などの赤字地方債については、地方交付税の

代替措置として発行が認められたものであり、償還財源は将来地方交付税で充当され

ます。 

4 資産評価差額 

 今回、投資等の取得価額と時価評価額との差額はありません。 

５ 注記  

１ 交付税措置地方債の金額 

 一般会計、特別会計及び企業会計を合わせて地方債

残高110億7,690万円のうち、81億 1,857万円（73.3％）

については、将来の地方交付税の算定基礎に含まれる

ことが見込まれています。

２ 普通会計の将来負担に関する情報 

 普通会計の将来負担額105億 3,631万円に対して113億 4,078万円の将来負担軽減

資産があり、差し引き実質的な負担額は△8億 447 万円となります。 

３ 土地及び減価償却累計額 

 有形固定資産 277 億 2,944 万円のうち、土地が 44 億 6,460 万円あり、償却資産は

232 億 6,484 万円となります。 

 減価償却累計額は 240 億 8,320 万円あり、償却資産の取得価額 473 億 4,804 万円に

対して 50.9％の減価償却が進んでいることになります。 

資産 

負  債 

純 資 産 
1 公共資産等整備国県補助金等

2 公共資産等整備一般財源等

3 その他一般財源等 

4 資産評価差額

資  産 
負  債 

純 資 産 

注記 
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１ 社会資本形成の世代間負担比率  

 社会資本の整備結果を示す公共資産を、これまでの世代と将来世代でどれだけ負担す

るのかを示す比率です。 

 これまでの世代負担が 83.5％、将来世代の負担が 16.5％となっています。 

資産合計 

313 億 2,457 万円 

A 

将来世代が負担 

【17.1％】 

53 億 6,626 万円 

A-B 

これまでの世代が負担 

【82.9％】 

259 億 5,832 万円 

B 

２ 住民１人あたりの貸借対照表（バランスシート） 

１人あたり貸借対照表 （平成 27年 3月 31 日現在） 

（単位：千円） 

[資産の部] （前年比） [負債の部] （前年比） 

１ 公共資産 

２ 投資等 

３ 流動資産 

2,020 （＋27）

110 （△ 15）

151  （△3）

１ 固定負債 

２ 流動負債 

350 （＋15）

40  （±0）

負債合計 390 （＋15）

[純資産の部] 

資産合計 1,891 （△6）

資 産 合 計 2,281 （＋ 9） 負債・純資産合計 2,281 （＋ 9）

（H27.3.31 現在住民基本台帳人口：13,727 人） 

 バランスシートを住民１人あたりに換算すると、資産は 228 万円、うち公共資産が

202 万円、投資等が 11万円、流動資産が 15 万円となっています。 

 これに対して、負債は 39 万円、純資産は 189 万円となっています。 

４ 貸借対照表を用いた財務分析 
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３ 有形固定資産の行政目的別割合  

 有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより、行政分野ごとの公共資産の比重を

把握することができます。 

 これを見ると、道路などの生活インフラ・国土保全が 56.0％、学校施設などの教育

が 17.2％、農林業振興、観光施設整備などの産業振興が 12.8％となっています。 

(単位：千円、％)       

目的 資産額 構成比 

① 生活インフラ・国土保全 15,428,296 55.6

② 教育 4,660,745 16.8

③ 福祉 1,553,853 5.6

④ 環境衛生 471,225 1.7

⑤ 産業振興 3,485,890 12.6

⑥ 消防 481,495 1.7

⑦ 総務 1,647,937 6.0

有形固定資産合計 27,729,441 100.0

①生活ｲﾝﾌﾗ・国

土保全

55.6%

②教育

16.8%

③福祉

5.6%

④環境衛生

1.7%

⑤産業振興

12.6%

⑥消防

1.7%

⑦総務

6.0%

有形固定資産の割合
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３ 行政コスト計算書 

 行政コスト計算書は、１年間の行政活動のうち福祉サービスやごみの収集のように

「資産形成につながらない行政サービスに要する経費（経常行政コスト）」と「その行

政サービスの対価として得られた財源（経常収益）」を対比させた財務諸表です。 

１ 総括  

  平成 26 年度の「経常行政コスト」は非現金支出を含め、55 億 1,889 万円、これに

対して、「経常収益」は 1 億 8,044 万円（受益者負担割合は 3.3％）で、差し引き「純

経常行政コスト」は 53億 3,845 万円となっています。 

行政コスト計算書 （自 H26.4.1 － 至 H27.3.31 ） 

（単位：千円、％） 

区  分 金   額 構成比率 

経常行政コスト a 5,518,890

1 人にかかるコスト 748,505 13.6
(1)人件費 

(2)退職手当引当金繰入等 

(3)賞与引当金繰入額 

642,480 

65,746 

40,279 

11.6 

1.2 

0.7 

2 物にかかるコスト 2,262,361 41.0
(1)物件費 

(2)維持補修費 

(3)減価償却費 

1,109,575 

47,312 

1,105,474 

20.1 

0.9 

20.0 

3 移転支出的なコスト 2,466,990 44.7
(1)社会保障給付 

(2)補助金等 

(3)他会計等への支出額 

(4)他団体への公共資産整備補助金等 

681,721 

771,296 

970,319 

43,654 

12.4 

14.0 

17.6 

0.8 

4 その他のコスト 41,034 0.7
(1)支払利息 

(2)回収不能見込計上額 

(3)その他行政コスト 

38,905 

2,129 

0 

0.7 

0.0 

0.0 

経常収益 b 180,441

1 使用料・手数料 

2 分担金・負担金・寄附金

133,730

46,711

(差引) 

純経常行政コスト a-b 
5,338,449

１ 行政コスト計算書とは 

２ 行政コスト計算書の概要 
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２ 経常行政コスト  

1 性質別行政コスト 

 資産形成に結びつかない 1 年間の行政サービスを提供するために要した経費を

性質別に見てみると、人件費など「人にかかるコスト」が 7億 4,851 万円で「経常

行政コスト」の 13.6％を占めています。 

 物件費、減価償却費など「物にかかるコスト」は、22 億 6,236 万円で「経常行

政コスト」の 41.0％を占めており、内訳は、物件費が 10億 958万円、維持補修費

が 4,731 万円、減価償却費が 11億 547 万円となっています。 

 社会保障給付、他会計への支出など「移転支出的なコスト」は、24 億 6,699 万

円で「経常行政コスト」の 44.7％を占めており、主なものは、社会保障給付が 6

億 8,172 万円、他会計への支出金が 9億 7,032 万円です。 

 支払利息など「その他のコスト」は、4,103 万円で「経常行政コスト」の 0.7％

を占めており、支払利息が 3,891 万円、回収不能見込計上額が 212 万円となってい

ます。 

経常行政コストの内訳 

2 目的別行政コスト 

「経常行政コスト」を目的別に見てみると、福祉が17億2,157万円（構成比31.2％）

と最も多く、次に産業振興が 8億 3,494 万円（構成比 15.1％）、生活インフラ・国土

保全が 7 億 3,796 万円（構成比 13.4％）、総務が 7 億 7 万円（構成比 12.7％）、教育

が 5億 5,463 万円（構成比 10.0％）の順になっています。 

目的別経常行政コスト 

(単位：百万円) 

0 500 1,000 1,500 2,000

①生活ｲﾝﾌﾗ・国土
②教育
③福祉

④環境衛生
⑤産業振興

⑥消防
⑦総務
⑧議会

⑨利息支払
⑩回収不能見込計上額

人にかかる

コスト

13.6%

物にかかる

コスト

41.0%

移転支出的な

コスト

44.7%

その他のコスト

0.7%
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４ 純資産変動計算書 

 純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が 1年間でど

のように変動したのかを表している計算書です。 

１ 総括  

 平成 26年度の純経常行政コスト 53億 3,845 万円に対して、地方税や地方交付税など

の一般財源が 41 億 4,497 万円、補助金が 9 億 4,210 万円ありました。災害復旧費など

臨時的な要因によるコストや無償受増資産受入、その他を含めた平成 26 年度中の資産

変動額は、2億 5,267 万円の減となっています。 

 この結果、期首に 262 億 1,098 万円であった純資産残高が、期末では、259 億 5,832

万円となりました。 

純資産変動計算書  （自 H26.4.1 － 至 H27.3.31 ） 

（単位：千円）       

区  分 金   額 

期首純資産残高 26,210,984

純経常行政コスト 

一般財源 
地方税 

地方交付税 

その他行政コスト充当財源 

補助金等受入 

臨時損益 
災害復旧事業費 

公共資産除売却損益 

投資損失 

資産評価替えによる変動額 

無償受増資産受入 

その他 

△5,338,449

4,144,970
1,410,220 

2,411,566 

323,184 

942,100

0
0 

0 

0 

△1,289

0

0

期末純資産残高 25,958,316

１ 純資産変動計算書とは 

２ 純資産変動計算書の概要 

△2億 5,267 千円 
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２ 純資産の内訳  

1 公共資産等整備国県補助金等 

名子中央保育園建設事業、町道神護原線・大草線道路改良などで 1億 6,433 万円国

県費を受け入れ、国県費補助金の減価償却が1億 2,632 万円あり、前年度と比べ3,802

万円増加しました。 

この結果、期末純資産残高は、23億 1,249 万円となりました。 

2 公共資産等整備一般財源等 

 前述の資産整備などの財源のうち、国県補助金と建設地方債を除いたもので、期末

純資産残高は、245 億 7,807 万円となっています。 

3 その他一般財源等 

 （1）純経常行政コストと財源 

「純経常行政コスト」53億 3,845 万円に対して、地方税や地方交付税などの一般

財源を 41億 4,497 万円、補助金を 7億 7,777 万円充てた結果、9億 3,224 万円のコ

スト超過となっています。 

 （2）臨時損益 

   臨時損益に計上するものはありませんでした。 

 （3）振替科目 

  ①公共資産整備への財源投入 

    7 億 2,619 万円の一般財源を公共資産整備に充当しました。 

  ②貸付金・出資金等の回収、減価償却による財源増 

    貸付金・出資金等の回収、定額運用基金の繰り入れ等により 2億 2,206 万円の

一般財源を回収しましたが、新たな出資や公共施設等整備基金等の積み立て等に

より、2億 974万円を一般財源から公共資産等整備一般財源等へ振り替えました。

また、減価償却により 11 億 547 万円を公共資産等整備国県補助金等及び公共資

産等整備一般財源等からその他一般財源へ振り替えました。 

  ③地方債償還に伴う財源振替 

    公共資産等整備の財源として発行していた地方債を一般財源で3億7,587万円

償還したことにより、その他一般財源から公共資産等整備一般財源等へ振り替え

ました。 

以上の結果、その他一般財源は 1億 5,469 万円減少し、△9億 3,224 万円となって

います。 

4 資産評価差額 

 売却可能資産及び、市場価格のある有価証券の資産評価差額の前年度との比較で、

△129 万円を計上しています。 
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５ 資金収支計算書 

  資金収支計算書は、歳計現金（＝資金）の出入りの情報を「経常的収支の部」「公

共資産整備収支の部」「投資・財務的収支の部」の 3 つの区分に分けて表した財務書

類です。 

１ 総括  

「経常的収支の部」で生じた収支余剰（黒字）13 億 603 万円で、「公共資産整備収

支の部」の収支不足（赤字）5億 8,525 万円、「投資・財務的収支の部」の収支不足額

（赤字）5億 9,211 万円を補てんし、期首に 4億 3,415 万円あった歳計現金残高は、

期末に 5億 6,282 万円となりました。 

１ 資金収支計算書とは 

２ 資金収支計算書の概要 

経常的収支の部 

公共資産整備収支の部 

投資・財務的収支の部 

収入 

52 億 

3,503 万円 

支出 

39 億 

2,900 万円 

収支余剰① 

13 億 

603 万円 

支出 

13 億 

8,329 万円 

収入 

7 億 

9,805 万円 

資金不足② 

5 億 

8,525 万円 

支出 

10 億 

9,622 万円 

収入 

5 億 

410 万円 

当年度歳計現金増減額 

1 億 2,867 万円（①-②-③）

期末歳計現金残高 

5 億 6,282 万円 

期首歳計現金残高 

4 億 3,415 万円 

資金不足③ 

5 億 

9,211 万円 
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２ 経常的収支の部  

1 経常的支出 

 人件費や物件費、社会保障給付費、補助金、支払利息、他会計への繰出金など日常

の行政サービスを行うにあたって必要な費用で 39 億 2,900 万円となっています。 

 支出額の多い順に、物件費 11 億 958 万円、補助金等 7 億 7,130 万円、人件費 7 億

4万円などとなっています。 

2 経常的収入 

 地方税や地方交付税など日常の行政サービスを行うための支出を賄う収入で 52 億

3,503 万円となっています。 

 収入額の多い順に、地方交付税 24 億 1,157 万円、地方税 14 億 1,167 万円、国県補

助金等 7億 6,529 万円などとなっています。 

 この結果、経常収支の差額 13 億 603 万円が公共資産整備や地方債償還などに充当

されることになります。 

３ 公共資産整備収支の部  

1 支出 

 社会資本を整備した公共資産整備支出が 13 億 140 万円、他団体に補助金を支出し

て公共資産を整備した公共資産整備補助金等支出が 8,190 万円、他会計への繰出金や

補助金等のうち建設費に充てられたものが 0 で、合計では 13 億 8,329 万円になって

います。 

2 収入 

公共資産整備支出の財源となった国県支出金等が 1億 7,681 万円、地方債発行額が

4億 1,114 万円、基金取崩額が 2億 910 万円、その他の収入が 100 万円で、合計では

7億 9,805 万円となっています。 

 この結果、公共資産整備収支の額は 5億 8,525 万円の赤字となっていますが、この

不足額は、経常収支の黒字により賄われたことになります。 

４ 投資・財務的収支の部  

1 支出 

 貸付金が 1億 5,350 万円、基金への積立金が 2,876 万円、他会計への公債費充当財

源繰出支出 4億 788 万円、地方債償還額が 5億 603 万円などで、合計では 10 億 9,622

万円となっています。 

2 収入 

 支出の財源となった貸付金回収額が 1億 4,844 万円、基金取崩額 720 万円、公共資

産等売却収入が 1,354 万円など、合計では 5億 410 万円となっています。 

 この結果、投資・財務的収支の額は 5億 9,211 万円の赤字となっていますが、この

不足額は、経常収支の黒字により賄われたことになります。 



15 

５ 注記  

1 一時借入金に関する情報 

 一時借入金の借入限度額は 6 億円となっています。平成 26 年度中の一時借入金残

高最高額は、平成 27年 3 月の 5億円となっています。 

2 基礎的財政収支に関する情報 

基礎的財政収支とは、地方債などの借金を除いた歳入と、過去の借金の元利払いな

どを除いた歳出の差のことで、歳出の方が多ければ将来の借金負担が増加していくこ

とになり、歳出のほうが少なければ借金が減少していることを示します。 

 平成 26 年度では、臨時財政対策債や名子中央保育園建設事業、フォレストアドベ

ンチャー建設事業、町道神護原線・大草線・町道 234 号線道路改良などにより地方債

発行額が6億8,440万円となりましたが、地方債の元利償還金が5億603万円のため、

基礎的財政収支は 2億 3,925 万円のマイナスとなっています。 

（単位：千円） 

基礎的財政収支 A-B △239,249

基礎的収入 

収入総額 (繰越金除く) 6,537,182

地方債発行額 △684,400

財政調整基金等取崩額 △191,500

基礎的収入合計 A 5,661,282

基礎的支出 

支出総額 △6,408,510

地方債元利償還額 506,034

財政調整基金等積立額 1,945

基礎的支出合計 B △5,900,531


